
☆ （1） 「航空従事者学科試験答案用紙」（マークシート）の所定欄に「受験番号」、

「受験番号のマーク」、「科目」、「科目コード」、「科目コードのマーク」、

「資格」、「種類」、「氏名」及び「生年月日」を記入すること。

「受験番号」、「受験番号のマーク」、「科目コード」又は「科目コードの

マーク」に誤りがあると、コンピュータによる採点処理が不可能となるので

当該科目は不合格となります。

（2） 解答は「航空従事者学科試験答案用紙」（マークシート）に記入すること。

☆ １問　５点

☆ 合格は１００点満点の７０点以上とする。

航 空 従 事 者 学 科 試 験 問 題 M２

科　　目 航空法規等　〔科目コード：０４〕 記　　　　号 ＣＣＣＣ０４２３３２

資　　格

 一等航空整備士（回転翼航空機）
 一等航空運航整備士（回転翼航空機）
 二等航空整備士（共通）
 二等航空運航整備士（共通）

題数及び時間 ２０ 題　　4０ 分

配 点

判 定 基 準

注 意
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問 1 次の条文は、航空法第 1 条「この法律の目的」に規定されている条文である。　（ア）～（エ）

に入る語句の組み合わせで次のうち正しいものはどれか。　（１）～（４）の中から選べ。

（１） ・ ・ ・

（２） ・ ・ ・

（３） ・ ・ ・

（４） ・ ・ ・

問 2 航空法における「航空機使用事業」の条文で次のうち正しいものはどれか。

（１） 他人の需要に応じ、航空運送事業を営む者の航空機を使用して有償で貨物の運送を請負事業

をいう。

（２） 他人の需要に応じ、航空機を使用して有償で旅客又は貨物の運送以外の行為の請負を行う事

業をいう。

（３） 他人の需要に応じ、航空機を使用して有償で貨物を運送する事業をいう。

（４） 他人の需要に応じ、不定の区間で、不定の日時に運航する航空機を使用して行う事業をいう。

問 3 「航空保安施設」に該当しているもので次のうち誤っているものはどれか。

（１） 航空灯火

（２） 管制塔

（３） 計器着陸用施設

（４） 衛星航法補助施設

（５） 昼間障害標識

問 4 全ての航空機について、当該航空機が「新規登録」を受けたことにより得られるもので次のうち正

しいものはどれか。

（１） 当該航空機に対する型式証明

（２） 当該航空機に対する日本の国籍の取得

（３） 当該航空機に対する用途及び運用限界の指定

（４） 当該航空機に対する耐空証明

問 5 登録航空機の登録事項の変更に伴い、「移転登録」の申請をしなければならない場合で次のうち正

しいものはどれか。

（１） 航空機の番号

（２） 航空機の定置場

（３） 航空機の製造者

（４） 航空機の所有者

第一条　この法律は、国際民間航空条約の規定並びに同条約の附属書として採択された標準、方

式及び手続に準拠して、航空機の航行の安全及び航空機の航行に起因する障害の防止を図るため

の方法を定め、（ア）して営む事業の適正かつ合理的な運営を確保して（イ）を確保するととも

にその利用者の利便の増進を図り、並びに（ウ）を推進するための措置を講じ、あわせて（エ）

の飛行における遵守事項等を定めてその飛行の安全の確保を図ることにより、航空の発達を図り

、もつて公共の福祉を増進することを目的とする。

（ア） （イ） （ウ） （エ）

整備を受託 航空機の安全 航空の脱炭素化 ドローン

航空機を運航 輸送の安全 航空の脱炭素化 無人航空機

航空機を運航 輸送の安全 持続可能な開発目標 ドローン

整備を受託 航空機の安全 持続可能な開発目標 ラジコン機
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問 6 「登録記号の打刻」を受けるため、当該航空機を国土交通大臣に提示する者で次のうち正しいもの

はどれか。

（１） 当該航空機の所有者

（２） 当該航空機の使用者

（３） 当該航空機の整備責任者

（４） 当該航空機の機長

問 7 日本の国籍を有しない外国の航空機でも耐空証明を受けられる場合で次のうち正しいものはどれか。

（１） 試験飛行等を行うための申請により許可を受けた航空機

（２） 外国の機関が発行した型式証明を有する航空機

（３） 国土交通大臣の許可を受けた航空機

（４） 外国の機関が発行した有効な耐空証明を有する航空機

問 8 「整備手順書」の記載事項で次のうち誤っているものはどれか。

（１） 航空機の定期の点検の方法

（２） 航空機の騒音に関する事項

（３） 航空機の構造に関する説明

（４） 航空機に発生した不具合の是正の方法

問 9 「運用限界等指定書」の用途の記載事項で次のうち正しいものはどれか。

（１） 自家用又は事業用の区分

（２） 航空機の最大離陸重量

（３） 整備規程の限界事項

（４） 航空機の等級

（５） 耐空類別

問 10 「耐空証明の有効期間」を定めているもので次のうち正しいものはどれか。

（１） 航空法

（２） 耐空性審査要領

（３） 航空法施行規則

（４） 告示

問 11 耐空証明書を返納すべき事由で次のうち誤っているものはどれか。

（１） 有効期限が経過した耐空証明書

（２） 耐空証明書の有効期限が経過する前に新たに耐空証明を受けた場合の旧耐空証明書

（３） 耐空証明が効力を失った場合における耐空証明書

（４） 修理改造検査の期間中
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問 12 航空法における「型式証明」について説明したもので次のうち正しいものはどれか。

（１） 航空機の構造に対する証明

（２） 航空機の型式の設計に対する証明

（３） 航空機の強度設計に対する証明

（４） 航空機の性能に対する証明

問 13 耐空証明のある航空機の使用者が「修理改造検査」を受けるべき国土交通省令で定める範囲の修理

または改造で次のうち正しいものはどれか。ただし、当該航空機は、航空法第 １９ 条第 １ 項の航

空機である航空運送事業の用に供する国土交通省令で定める航空機とする。

（１） 改造

（２） 修理又は改造

（３） 大修理又は改造

（４） 大修理又は大改造

問 14 「事業場の認定」の業務の能力で次のうち誤っているものはどれか。

（１） 航空機の設計及び修理の能力

（２） 航空機の整備又は改造の能力

（３） 装備品等の製造及び完成後の検査の能力

（４） 装備品等の修理又は改造の能力

問 15 「技能証明の限定」における航空機の種類についての限定で次のうち正しいものはどれか。

（１） 飛行機、回転翼航空機などの種類をいう。

（２） 陸上単発ピストン機、水上多発タービン機などの種類をいう。

（３） セスナ式 172 型、ボーイング式 ７８７ 型などの種類をいう。

（４） 飛行機 輸送 T 、飛行機 普通 N などの種類をいう。

問 16 航空機の使用者が備えなければならない航空日誌の説明で次のうち正しいものはどれか。

（１） 航空日誌の種類は 5 つある。

（２） 航空日誌の搭載が免除される航空機には滑空機がある。

（３） 搭載用航空日誌へ記載すべき事項に、「発動機及びプロペラの型式」はない。

（４） 地上備え付け用プロペラ航空日誌へ記載すべき事項に、「航空機の種類、型式及び型式証明

書番号」がある。

問 17 航空機を航空の用に供する場合、必ず装備しなければならない「救急用具」で次のうち正しいもの

はどれか。

（１） 非常信号灯

（２） 防水携帯灯

（３） 救命胴衣

（４） 救急箱
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問 18 「航空機の整備又は改造」について、耐空証明のある航空機の整備をした場合、確認主任者は、こ

れを航空の用に供するために確認をする必要がある。　この場合、確認を必要とする航空機に該当

するもので次のうち正しいものはどれか。ただし、当該航空機は、航空法第 １９ 条第 １ 項の航空

機である航空運送事業の用に供する国土交通省令で定める航空機とする。

（１） 全ての航空機

（２） 客席数が 19 または最大離陸重量が 15,000 kg を超える飛行機

（３） 客席数が 19 または最大離陸重量が 8,618 kg を超える飛行機および回転翼航空機

（４） 客席数が 30 または最大離陸重量が 15,000 kg を超える飛行機および回転翼航空機

問 19 次の条文は、航空法第 143 条「耐空証明を受けない航空機の使用等の罪」に規定されている条

文を抜き出したものである。　（ア）～（エ）に入る語句の組み合わせで次のうち正しいものは

どれか。　（１）～（４）の中から選べ。

第百四十三条　航空機の使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、

三年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一 第 11 条第 1 項又は第 2 項の規定に違反して、（ア）を受けないで、又は耐空証明に

おいて指定された（イ）若しくは（ウ）の範囲を超えて、当該航空機を（エ）したとき。

二　～　四　（略）

（１） ・ ・ ・

（２） ・ ・ ・

（３） ・ ・ ・

（４） ・ ・ ・

問 20 次の文は「ヒューマンファクター」の重要性について説明したものである。　（ア）～（エ）に

入る語句の組み合わせで次のうち正しいものはどれか。　（１）～（４）の中から選べ。

航空技術の進歩にしたがって、航空機の（ア）は減少を続けてきたが、最近では低下傾向が鈍化し

ている。

また、事故原因を見ると、（イ）に起因するものの比率は時代の推移とともに減少してきているが、

最近は（ウ）の過ち、すなわちヒューマンエラーが原因となる事故の比率が次第に大きな部分を占

めるようになってきた。

そのため、航空事故をよりいっそう減少させるためには、ヒューマンエラーの発生をできるだけ防

ぐことが重要であり、そのためには（エ）とその限界などを知り、その知識を有効に生かすヒュー

マンファクターの考えを理解し、それらを考慮した適切な対応を行うことが必要となった。

（１） ・ ・ ・

（２） ・ ・ ・

（３） ・ ・ ・

（４） ・ ・ ・

（ア） （イ） （ウ） （エ）

耐空証明 用途 運用限界 航空の用に供

型式証明 耐空類別 許容重量 改造

適合証明 有効期間 制限 運用

技能証明 航空機の型式 航空機の種類 整備

（ア） （イ） （ウ） （エ）

操縦ミスによる事故 運航形態 整備士 機材の能力

整備ミスによる故障 整備方式 操縦士 操縦士の疲労管理

故障率 整備技術 製造会社 製造会社の支援

事故率 機材 人間 人間の能力
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